BIS論壇　No.250　『「一帯一路」について』2018年2月16日　中川　十郎
　貿易研修センター（IIST）、中央アジア調査会公開シンポジウム『中国とロシアのユーラシアアジア戦略と中央アジの対応』～「一帯一路」と「ユーラシア経済同盟」～が2月14日、開催され参加した。講演で講師の高原明生・東京大学大学院　法学政治学研究科教授が、「一帯一路」に関して、「これは夢幻のようなもので、習近平主席がいなくなれば、瓦解するだろう」との発言があった。長年、グローバルマーケテイングの観点から、ユーラシア、中央アジア、上海協力機構（SCO）に加え、最近は「一帯一路」、「AIIB」「ユーラシア経済同盟（EAEU）」などを研究している筆者にとっては、上記の発言には納得できかねず、下記の質問を行なった。「一帯一路」は中国の長年の戦略で、アジア・ユーラシアからヨーロッパへの物流のみならず、沿線国の経済、通信、文化、教育、医療など幅広い分野を包括した長期的な戦略である。すでに高速鉄道、高速道路などで中国から中央アジア、ポーランド、ドイツ、フランスなどのみならず、ロンドンへも直通の物流網が動きだしている。新疆ウイグル自冶区やカザフスタンの広大なショッピングモールへは近隣諸国からバイヤーが押し寄せている。１月末から2月初めにかけて訪問した中國北部の天津港は海と陸の物流の結節点として非常な発展をしている。「一帯一路」会議も頻繁に開かれている。　
天津市の港湾やコンテナーヤード、自由貿易試験区などを視察したが、一帯一路に備え、活発に活動しており感銘を受けた。貿易商社に勤務経験のある筆者から見れば、「一帯一路」はすでに実践されている。中國首脳陣が変わったからとて、胡散霧消するとは思えない。「一帯一路」の陸、海、空、すなはち、高速道路、高速鉄道、港湾、空港などの物流インフラは国際公共財として残り、ユーラシアの物流、交易、貿易、人流、情報流に多大な貢献をするものと確信すると力説した。これに対して高原教授は、習近平主席が旗振りしているので、各地では、「一帯一路」に力を注げば、中央政府から資金援助もあるから、研究会なども開催しているのだろう。上層部が変われば、一帯一路は瓦解するだろうとの説を強調され、意見はかみあわなかった。2月15日付け日経は「日本の商社が官民でベトナムにスマート都市を2023年までに建設。中国の影響力が高まる東南アジアで、親日ぶりが際立つベトナムとの関係を深めて中国に対抗する」と、一面トップ5段抜きの記事で報じている。　　
安倍政権は「インド太平洋戦略」でインドを取り込み、中國への対抗策をあらわにしている。しかし中國の「一帯一路」は21世紀の世界を見据えた壮大な戦略だ。隣の国や地域に米国に匹敵するか、それを凌駕する大市場が出現しつつある時に、いまだに中国との対抗策しか打ち出せない安倍政権のグローバル戦略は問題だ。一方、日本のアカデミズムの一部に中国への対抗意識が横溢している現状には納得できないものを感ずる。
　そのあと参加した世界銀行の東アジア・太平洋経済報告会で東アジア・太平洋地域総局担当副総裁のビクトリア・クワクワ氏が筆者の「一帯一路」「AIIB」に関する質問に答え、世銀は中国の「一帯一路」のインフラに投資する「AIIB」（アジアインフラ投資銀行）との協調融資に積極的に対応し、すでにインドネシアやパキスタン、インドなどでも協力を深めているとの発言に日本の一部学者との認識の乖離を痛感した。
